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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気光学ディスプレイを駆動するための装置であって、
　第１の駆動相中に電圧を前記電気光学ディスプレイに供給するように構成される第１の
スイッチと、
　第２の駆動相中に前記電圧を放電するために前記電気光学ディスプレイに結合される抵
抗器と、
　第２のスイッチに結合されたコンデンサと
　を備え、
　前記第２のスイッチは、第１の位置と第２の位置との間で切り替えられるように構成さ
れており、前記第１の位置において、前記第２のスイッチは、前記電気光学ディスプレイ
から前記コンデンサを隔離し、前記第２の位置において、前記第２のスイッチは、前記第
２の駆動相中の前記電圧の前記放電を制御するために前記コンデンサを前記抵抗器に結合
する、装置。
【請求項２】
　前記第１および第２のスイッチのうちの１つのみが、前記第１または第２の駆動相中に
係合される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第２の駆動相中に前記電圧の前記放電を制御するために前記コンデンサと直列に配
置される第２の抵抗器をさらに備える、請求項１に記載の装置。
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【請求項４】
　前記第１および第２のスイッチは、第３の駆動相中に係脱される、請求項１に記載の装
置。
【請求項５】
　電気光学ディスプレイを駆動するための装置であって、
　コンデンサと、
　抵抗器と、
　第１の駆動相中に電圧を前記電気光学ディスプレイに供給するように構成される第１の
スイッチと、
　第２の駆動相中に前記電圧を放電するために前記コンデンサおよび前記抵抗器に結合さ
れる第２のスイッチと
　を備え、
　前記第２のスイッチは、第１の位置と第２の位置との間で切り替えられるように構成さ
れており、前記第１の位置において、前記第２のスイッチは、前記電気光学ディスプレイ
から前記コンデンサおよび前記抵抗器を隔離し、前記第２の位置において、前記第２のス
イッチは、前記第２の駆動相中の前記電圧の前記放電を制御するために前記コンデンサお
よび前記抵抗器を前記電気光学ディスプレイに結合する、装置。
【請求項６】
　前記コンデンサおよび前記抵抗器は、並列に接続されている、請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記コンデンサと直列に接続された第２の抵抗器をさらに備える、請求項５に記載の装
置。
【請求項８】
　電気光学ディスプレイを駆動するための装置であって、
　第１のコンデンサに接続された第１の抵抗器であって、前記第１の抵抗器および前記第
１のコンデンサは、前記電気光学ディスプレイに結合されている、第１の抵抗器と、
　前記第１の抵抗器に結合された第２のコンデンサと、
　第１の駆動相中に電圧を前記電気光学ディスプレイに供給するように構成される第１の
スイッチと、
　前記第２のコンデンサに結合された第２のスイッチと
　を備え、
　前記第２のスイッチは、第１の位置と第２の位置との間で切り替えられるように構成さ
れており、前記第１の位置において、前記第１のコンデンサおよび前記第１の抵抗器は、
前記第２のコンデンサを通して接地に接続され、前記第２の位置において、前記第２のス
イッチは、第２の駆動相中の前記電圧の放電を制御するために前記第２のコンデンサと前
記第１の抵抗器との間の接地接続を生成する、装置。
【請求項９】
　電気光学ディスプレイを駆動するための装置であって、
　並列構成でコンデンサに接続された抵抗器であって、前記抵抗器および前記コンデンサ
は、前記電気光学ディスプレイに結合されている、抵抗器と、
　第１の電圧源に接続された第１のスイッチであって、前記第１のスイッチは、第１の駆
動相中に第１の電圧レベルで前記電気光学ディスプレイを駆動するように構成される、第
１のスイッチと、
　第２の電圧源に接続された第２のスイッチであって、前記第２のスイッチは、第２の駆
動相中に第２の電圧レベルで前記電気光学ディスプレイを駆動するように構成される、第
２のスイッチと
　を備え、
　前記第１および第２のスイッチは、前記抵抗器および前記コンデンサを通して前記第２
の電圧を放電するために第３の駆動相中にそれぞれの第１および第２の電圧源から分離さ
れるように構成される、装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の参照）
　本願は、２０１５年９月１６日に出願された米国仮出願第６２／２１９，６０６号の利
益を主張するものである。
【０００２】
　本願はまた、２０１６年８月３日に出願された米国仮出願第６２／３７０，７０３号に
関連しており、これ自体は、２０１５年１１月３０日に出願された米国仮出願第６２／２
６１，１０４号、および２０１５年２月４日に出願された米国仮出願第６２／１１１，９
２７号に関連している。
【０００３】
　本願はさらに、２０１５年２月４日に出願された同時係属中の出願第１５／０１４，２
３６号に関連している。上記出願ならびに以下で参照される全ての米国特許および公開さ
れた出願および同時係属中の出願の全体の開示もまた、参照により本明細書中に援用され
る。
【背景技術】
【０００４】
　本発明は、双安定電気光学ディスプレイを駆動するための方法と、そのような方法で使
用するための装置とに関する。より具体的には、本発明は、駆動方法と、残留電圧放電に
よって引き起こされ得る、電圧ストレスと関連付けられるトランジスタ劣化を低減させる
ように、アクティブ更新後にゲートオン電圧値を調節するための装置とに関する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本明細書に開示される主題の一側面によると、電気光学ディスプレイを駆動するための
装置は、第１の駆動相中に電圧を電気光学ディスプレイに供給するように設計される第１
のスイッチと、第２の駆動相中に電圧を制御するように設計される第２のスイッチと、第
２の駆動相中に電圧の減衰速度を制御するために第１および第２のスイッチに結合される
抵抗器とを備え得る。いくつかの実施形態では、第１または第２の駆動相中に、第１およ
び第２のスイッチのうちの１つのみが係合される。さらにいくつかの他の実施形態では、
第１および第２のスイッチは両方とも、第３の駆動相中に係脱される。
本明細書は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　電気光学ディスプレイを駆動するための装置であって、
　第１の駆動相中に電圧を上記電気光学ディスプレイに供給するように設計される第１の
スイッチと、
　第２の駆動相中に上記電圧を制御するように設計される第２のスイッチと、
　上記第２の駆動相中に上記電圧の減衰速度を制御するために上記第１および第２のスイ
ッチに結合される抵抗器と、
　を備える、装置。
（項目２）
　上記第１および第２のスイッチのうちの１つのみが、上記第１または第２の駆動相中に
係合される、項目１に記載の装置。
（項目３）
　上記第２の駆動相中に上記電圧の上記減衰を制御するために上記抵抗器に結合されるコ
ンデンサをさらに備える、項目１に記載の装置。
（項目４）
　上記第２の駆動相中に上記電圧の上記減衰を制御するために上記コンデンサと直列に配
置される抵抗器をさらに備える、項目４に記載の装置。
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（項目５）
　上記第２の駆動相中に上記電圧の上記減衰を制御するために直列に上記コンデンサに結
合される抵抗器をさらに備える、項目２に記載の装置。
（項目６）
　上記第１および第２のスイッチは、第３の駆動相中に係脱される、項目１に記載の装置
。
（項目７）
　上記第２および第３の駆動相中に上記電圧の上記減衰を制御するために上記抵抗器に結
合されるコンデンサをさらに備える、項目１０に記載の装置。
（項目８）
　上記第２および第３の駆動相中に上記電圧の上記減衰を制御するために上記コンデンサ
と直列に配置される抵抗器をさらに備える、項目１０に記載の装置。
（項目９）
　電気光学ディスプレイを駆動するための方法であって、
　管理回路の第１のスイッチを係合させ、第１の駆動相中に電圧を上記電気光学ディスプ
レイに供給するステップと、
　上記管理回路の第２のスイッチを係合させ、第２の駆動相中に上記電圧を制御するステ
ップと、
　上記第２の駆動相中に上記第１のスイッチを係脱させ、上記管理回路に結合される抵抗
器が上記電圧の減衰を制御することを可能にするステップと、
　を含む、方法。
（項目１０）
　上記管理回路に結合されるコンデンサを通して上記電圧の上記減衰を制御するステップ
をさらに含む、項目１３に記載の方法。
（項目１１）
　上記コンデンサは、上記抵抗器と並列である、項目１３に記載の方法。
（項目１２）
　抵抗器を上記コンデンサに直列に結合し、上記第２の電圧の上記減衰を制御するステッ
プをさらに含む、項目１３に記載の方法。
（項目１３）
　上記第２の電圧の上記減衰を制御するためにダイオードを上記抵抗器に結合するステッ
プをさらに含む、項目１３に記載の方法。
（項目１４）
　第３の駆動相中に上記第１および第２のスイッチを係脱させ、上記電圧の上記減衰を制
御するステップをさらに含む、項目１３に記載の方法。
（項目１５）
　上記電気光学ディスプレイは、電気泳動ディスプレイである、項目１３に記載の方法。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
　本願の種々の側面および実施形態が、以下の図を参照して説明される。図は、必ずしも
一定の縮尺で描かれていないことを理解されたい。複数の図に現れる物品は、それらが現
れる全ての図において同一の参照番号によって示される。
【０００７】
【図１Ａ】図１Ａは、いくつかの実施形態による、電気光学ディスプレイの単純なゲート
オン電圧電気回路の概略図である。
【図１Ｂ】図１Ｂは、いくつかの実施形態による、ゲートオン電圧が指数関数的に接地ま
で減衰する、アクティブ更新および駆動後放電相を含む電圧減衰相中の時間と対比したゲ
ートオン電圧を示す、グラフである。
【図１Ｃ】図１Ｃは、いくつかの実施形態による、アクティブ更新および好ましい電圧プ
ロファイルを有する電圧減衰相中の時間と対比したゲートオン電圧を示す、グラフである
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。
【図２】図２Ａは、いくつかの実施形態による、抵抗器を含む、電気光学ディスプレイの
ゲートオン電圧電気回路の概略図である。図２Ｂは、いくつかの実施形態による、図２Ａ
の回路のための経時的なゲートオン電圧を描写する、図式概略図である。
【図３】図３Ａは、いくつかの実施形態による、抵抗器と、コンデンサとを含む、電気光
学ディスプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。図３Ｂは、いくつかの実施形
態による、図３Ａの回路のための経時的なゲートオン電圧を描写する、図式概略図である
。
【図４】図４Ａは、いくつかの実施形態による、抵抗器と、コンデンサとを含む、電気光
学ディスプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。図４Ｂは、いくつかの実施形
態による、図４Ａの回路のための経時的なゲートオン電圧を描写する、図式概略図である
。
【図５】図５Ａは、いくつかの実施形態による、抵抗器と、コンデンサとを含む、電気光
学ディスプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。図５Ｂは、いくつかの実施形
態による、抵抗器と、コンデンサとを含む、電気光学ディスプレイのゲートオン電圧電気
回路の概略図である。
【図６】図６Ａは、いくつかの実施形態による、複数のコンデンサおよび抵抗器を含む、
電気光学ディスプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。図６Ｂは、いくつかの
実施形態による、図６Ａの回路のための経時的なゲートオン電圧を描写する、図式概略図
である。
【図７】図７は、いくつかの実施形態による、ツェナーダイオードを含む、電気光学ディ
スプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。
【図８Ａ】図８Ａは、いくつかの実施形態による、抵抗器と、コンデンサとを含む、電気
光学ディスプレイのゲートオン電圧電気回路の概略図である。
【図８Ｂ】図８Ｂは、いくつかの実施形態による、図８Ａの回路のための経時的なゲート
オン電圧を描写する、図式概略図である。
【図９】図９は、従来のデバイスとの図８Ａに図示されるデバイスの性能の比較の図式例
証である。
【図１０】図１０Ａは、いくつかの実施形態による、残留電圧放電を伴う、および伴わな
い、いくつかの更新に対する最大グレートーン偏移を示す、グラフである。図１０Ｂは、
いくつかの実施形態による、残留放電を伴う、および伴わない、いくつかの更新に対する
最大残影偏移を示す、グラフである。
【図１１】図１１Ａは、いくつかの実施形態による、残留放電を伴う、残留放電を伴わな
い、および残留放電ならびに負のバイアスを伴う、いくつかの更新に対する最大グレート
ーン偏移を示す、グラフである。図１１Ｂは、いくつかの実施形態による、残留放電を伴
う、残留放電を伴わない、および残留電圧放電ならびに低減した負のバイアスを伴う、い
くつかの更新に対する最大残影偏移を示す、グラフである。
【図１２】図１２Ａは、いくつかの実施形態による、時間に対するゲート電圧を示す、信
号タイミング図の概略図である。図１２Ｂは、いくつかの実施形態による、時間に対する
電圧を示す、信号タイミング図の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　用語
　電気光学ディスプレイは、電気光学材料の層を含み、その用語は、イメージング技術に
おけるその従来の意味で、少なくとも１つの光学性質が異なる第１および第２のディスプ
レイ状態を有する材料であって、材料への電場の印加によってその第１のディスプレイ状
態からその第２のディスプレイ状態に変化する材料を指すために、本明細書で使用される
。本開示のディスプレイでは、電気光学媒体は、電気光学媒体が固体外面を有するという
意味で、固体であり得る（そのようなディスプレイは、便宜上、以降では「固体電気光学
ディスプレイ」と称され得る）が、媒体は、内部液体または気体充填空間を有し得、多く
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の場合、それを有する。したがって、用語「固体電気光学ディスプレイ」は、カプセル化
電気泳動ディスプレイ、カプセル化液晶ディスプレイ、および以下で議論される他のタイ
プのディスプレイを含む。
【０００９】
　光学性質は、人間の眼に知覚可能な色であってもよいが、これは、光透過、反射率、発
光、または機械読取のために意図されるディスプレイの場合、可視範囲外の電磁波長の反
射率の変化という意味で疑似色等の別の光学性質であってもよい。用語「Ｌスター」が、
本明細書で使用されてもよく、「Ｌ＊」によって表されてもよい。Ｌ＊は、通常のＣＩＥ
定義を有し、Ｌ＊＝１１６（Ｒ／Ｒ０）ｌ／３－１６であり、式中、Ｒは、反射率であり
、Ｒ０は、標準反射率値である。
【００１０】
　用語「グレー状態」は、イメージング技術におけるその従来の意味で、ピクセルの２つ
の極限光学状態の中間の状態を指すために本明細書で使用され、必ずしもこれら２つの極
限状態の間の黒－白遷移を含意するわけではない。例えば、以下で参照される特許および
公開出願のうちのいくつかは、中間の「グレー状態」が実際には淡い青色であろうように
、極限状態が白色および濃青色である、電気泳動ディスプレイを説明する。実際、すでに
言及されているように、２つの極限状態間の遷移は、全く変色ではない場合がある。
【００１１】
　用語「双安定」および「双安定性」は、当分野におけるそれらの従来の意味では、少な
くとも１つの光学性質が異なる第１および第２のディスプレイ状態を有するディスプレイ
要素を備え、その第１または第２のディスプレイ状態のいずれかを呈するように、有限持
続時間のアドレス指定パルスを用いて、任意の所与の要素が駆動された後、アドレス指定
パルスが終了した後に、ディスプレイ要素の状態を変化させるために使用されるアドレス
指定パルスの最小持続時間の少なくとも数倍、例えば、少なくとも４倍、その状態が持続
するであろう、ディスプレイを指すために本明細書で使用される。グレースケール対応の
いくつかの粒子ベースの電気泳動ディスプレイが、それらの極限黒色および白色状態だけ
ではなく、それらの中間グレー状態でも安定しており、同じことがいくつかの他のタイプ
の電気光学ディスプレイに当てはまることが、公開済米国特許出願第２００２／０１８０
６８７号に示されている。本タイプのディスプレイは、双安定ではなく、適切には「多安
定」と呼ばれるが、便宜上、用語「双安定」が、双安定性および多安定性ディスプレイの
両方を網羅するために本明細書で使用され得る。
【００１２】
　用語「残留電圧」は、アドレス指定パルス（電気光学媒体の光学状態を変化させるため
に使用される電圧パルス）が終了された後に電気光学ディスプレイの中に残留し得る、持
続または減衰電場を指すために本明細書で使用される。電気光学ディスプレイの残留電圧
の減衰速度は、残留電圧が閾値に接近するにつれて低くなり得る。低い残留電圧（例えば
、約２００ｍＶまたはそれ未満の残留電圧）でさえも、限定ではないが、アドレス指定パ
ルスと関連付けられる光学状態の偏移、経時的なディスプレイの光学状態のドリフト、お
よび／または残影を含む、電気光学ディスプレイにおけるアーチファクトを生じ得る。
【００１３】
　有意な時間期間にわたる残留電圧の持続は、「残留インパルス」を電気光学媒体に印加
し、厳密に言えば、残留電圧ではなく、本残留インパルスが、通常、残留電圧によって引
き起こされると見なされる、電気光学ディスプレイの光学状態への影響に関与し得る。そ
のような残留電圧は、限定ではないが、ディスプレイが書き換えられた後に、前の画像の
痕跡が依然として可視である、いわゆる「残影」現象を含む、電気光学ディスプレイ上に
表示される画像への望ましくない影響につながり得る。
【００１４】
　アドレス指定パルスと関連付けられる光学状態の「偏移」は、電気光学ディスプレイへ
の特定のアドレス指定パルスの第１の印加が、第１の光学状態（例えば、第１のグレート
ーン）をもたらし、電気光学ディスプレイへの同一のアドレス指定パルスの後続印加が、
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第２の光学状態（例えば、第２のグレートーン）をもたらす状況を指す。アドレス指定パ
ルスの印加中に電気光学ディスプレイのピクセルに印加される電圧が、残留電圧およびア
ドレス指定パルスの電圧の合計を含むため、残留電圧は、光学状態の偏移を生じ得る。
【００１５】
　経時的なディスプレイの光学状態の「ドリフト」は、ディスプレイが静止している間（
例えば、アドレス指定パルスがディスプレイに印加されていない期間中）に、電気光学デ
ィスプレイの光学状態が変化する状況を指す。ピクセルの光学状態が、ピクセルの残留電
圧に依存し得、ピクセルの残留電圧が、経時的に減衰し得るため、残留電圧は、光学状態
のドリフトを生じ得る。
【００１６】
　上記で議論されるように、「残影」は、電気光学ディスプレイが書き換えられた後に、
前の画像の痕跡が依然として可視である状況を指す。残留電圧は、前の画像の一部の輪郭
（エッジ）が可視のままであるタイプの残影である、「エッジ残影」を生じ得る。
【００１７】
　用語「インパルス」は、時間に対する電圧の積分のイメージング技術におけるその従来
の意味において、本明細書で使用される。しかしながら、いくつかの双安定性電気光学媒
体は、電荷トランスデューサとして作用し、そのような媒体では、インパルスの代替的定
義、すなわち、経時的な電流の積分（印加される全電荷に等しい）が使用され得る。媒体
が電圧－時間インパルストランスデューサまたは電荷インパルストランスデューサとして
作用するかどうかに応じて、インパルスの適切な定義が、使用されるべきである。
【００１８】
　いくつかのタイプの電気光学ディスプレイが、公知である。１つのタイプの電気光学デ
ィスプレイは、例えば、米国特許第５，８０８，７８３号、第５，７７７，７８２号、第
５，７６０，７６１号、第６，０５４，０７１号、第６，０５５，０９１号、第６，０９
７，５３１号、第６，１２８，１２４号、第６，１３７，４６７号、および第６，１４７
，７９１号に説明されるような回転２色部材タイプである（本タイプのディスプレイは、
多くの場合、「回転２色球」ディスプレイと称されるが、上記に言及される特許のうちの
いくつかでは、回転部材が球形ではないため、用語「回転２色部材」が、より正確なもの
として好ましい）。そのようなディスプレイは、異なる光学特性を伴う２つまたはそれを
上回る区分と、内部双極子とを有する、多数の小型本体（限定ではないが、球形または円
筒形であり得る）を使用する。これらの本体は、マトリクス内の液体充填液胞内に懸濁さ
れ、液胞は、本体が回転自在であるように、液体で充填される。ディスプレイの外観は、
それに電場を印加することによって変更され、したがって、種々の位置まで本体を回転さ
せ、本体の区分のうちのいずれが視認表面を通して見られるかを変動させる。本タイプの
電気光学媒体は、双安定性であり得る。
【００１９】
　別のタイプの電気光学ディスプレイは、エレクトロクロミック媒体、例えば、少なくと
も部分的に半導電性金属酸化物から形成される電極と、電極に取り付けられる、可逆変色
が可能な複数の色素分子とを備える、ナノクロミックフィルムの形態のエレクトロクロミ
ック媒体を使用する。例えば、Ｏ’Ｒｅｇａｎ，　Ｂ．，　ｅｔ　ａｌ．による「Ｎａｔ
ｕｒｅ」（１９９１年、３５３、７３７）およびＷｏｏｄ，　Ｄ．による「Ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ」（１８（３）、２４（２００２年３月））を参照されたい
。また、Ｂａｃｈ，　Ｕ．，　ｅｔ　ａｌ．による「Ａｄｖ．　Ｍａｔｅｒ」（２００２
年、１４（１１）、８４５）も参照されたい。本タイプのナノクロミックフィルムはまた
、例えば、米国特許第６，３０１，０３８号、国際出願公開第ＷＯ　０１／２７６９０号
、および米国特許出願第２００３／０２１４６９５第でも説明されている。本タイプの媒
体は、双安定性であり得る。
【００２０】
　別のタイプの電気光学ディスプレイは、複数の荷電粒子が、電場の影響下で懸濁流体を
通って移動する、粒子ベースの電気泳動ディスプレイである。電気泳動ディスプレイのい
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くつかの属性が、その全体として本明細書に組み込まれる、「Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　
Ａｄｄｒｅｓｓｉｎｇ　Ｅｌｅｃｔｒｏｐｈｏｒｅｔｉｃ　Ｄｉｓｐｌａｙｓ」と題され
、２００３年３月１１日に発行された、米国特許第６，５３１，９９７号で説明されてい
る。
【００２１】
　電気泳動ディスプレイは、液晶ディスプレイと比較すると、良好な輝度およびコントラ
スト、広視野角、状態の双安定性、ならびに低電力消費の属性を有することができる。そ
れにもかかわらず、いくつかの粒子ベースの電気泳動ディスプレイの長期間の画像品質に
伴う問題が、存在し得る。例えば、いくつかの電気泳動ディスプレイを構成する粒子は、
沈降し、そのようなディスプレイにとって不十分な耐用年数をもたらし得る。
【００２２】
　上記のように、電気泳動媒体は、懸濁流体を含み得る。本懸濁流体は、液体であり得る
が、電気泳動媒体は、ガス状懸濁流体を使用して生産されることができる。例えば、Ｋｉ
ｔａｍｕｒａ，　Ｔ．，ｅｔ　ａｌによる「Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ｔｏｎｅｒ　ｍｏｖ
ｅｍｅｎｔ　ｆｏｒ　ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｐａｐｅｒ－ｌｉｋｅ　ｄｉｓｐｌａｙ」
（ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ、２００１年、Ｐａｐｅｒ　ＨＣＳ１－１）およびＹａｍａｇｕｃ
ｈｉ，　Ｙ．，　ｅｔ　ａｌ．による「Ｔｏｎｅｒ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｕｓｉｎｇ　ｉｎ
ｓｕｌａｔｉｖｅ　ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　ｃｈａｒｇｅｄ　ｔｒｉｂｏｅｌｅｃｔｒｉｃ
ａｌｌｙ」（ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ、２００１年、Ｐａｐｅｒ　ＡＭＤ４－４）を参照され
たい。また、欧州特許出願第１，４２９，１７８号、第１，４６２，８４７号、および第
１，４８２，３５４号、ならびに国際出願第ＷＯ　２００４／０９０６２６号、第ＷＯ　
２００４／０７９４４２号、第ＷＯ　２００４／０７７１４０号、第ＷＯ　２００４／０
５９３７９号、第ＷＯ　２００４／０５５５８６号、第ＷＯ　２００４／００８２３９号
、第ＷＯ　２００４／００６００６号、第ＷＯ　２００４／００１４９８号、第ＷＯ　０
３／０９１７９９号、および第ＷＯ　０３／０８８４９５号も参照されたい。いくつかの
気体ベースの電気泳動媒体は、例えば、媒体が垂直面に配置される標識において、媒体が
そのような沈降を可能にする配向で使用されるときに、粒子沈降に起因して、いくつかの
液体ベースの電気泳動媒体と同一のタイプの問題を起こしやすくあり得る。実際、粒子沈
降は、液体のものと比較するとガス状懸濁流体のより低い粘度が、電気泳動粒子のより急
速な沈降を可能にするため、いくつかの液体ベースのものよりも、いくつかの気体ベース
の電気泳動媒体においてより深刻な問題になると考えられる。
【００２３】
　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（Ｍ
ＩＴ）、Ｅ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、Ｅ　Ｉｎｋ　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，　
ＬＬＣ．、および関連企業に譲渡された、またはそれらの名義である、多数の特許ならび
に出願は、カプセル化およびマイクロセル電気泳動ならびに他の電気光学媒体で使用され
る、種々の技術を説明する。カプセル化電気泳動媒体は、それ自体がそれぞれ、流体媒体
中に電気泳動的可動粒子を含有する内相と、内相を囲繞するカプセル壁とを備える、多数
の小型カプセルを備える。典型的には、カプセルは、それら自体が、２つの電極間に位置
付けられるコヒーレント層を形成するように、ポリマー結合剤内で保持される。マイクロ
セル電気泳動ディスプレイでは、荷電粒子および流体は、マイクロカプセル内にカプセル
化されないが、代わりに、伝搬媒体、典型的には、ポリマーフィルム内に形成される複数
の空洞内で保定される。［［以降では、用語「マイクロキャビティ電気泳動ディスプレイ
」は、カプセル化およびマイクロセル電気泳動ディスプレイの両方を網羅するために使用
され得る。］］これらの特許および出願で説明される技術は、以下を含む。
【００２４】
　（ａ）電気泳動粒子、流体、および流体添加物（例えば、米国特許第７，００２，７２
８号および第７，６７９，８１４号参照）
【００２５】
　（ｂ）カプセル、結合剤、およびカプセル化プロセス（例えば、米国特許第６，９２２
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，２７６＊＊＊号、第７，４１１，７１９＊＊＊号参照）
【００２６】
　（ｃ）マイクロセル構造、壁材料、およびマイクロセルを形成する方法（例えば、米国
特許第７，０７２，０９５号および米国特許出願公開第２０１４／００６５３６９号参照
）
【００２７】
　（ｄ）マイクロセルを充填して密閉するための方法（例えば、米国特許第７，１４４，
９４２号および米国特許出願公開第２００８／０００７８１５号参照）
【００２８】
　（ｅ）電気光学材料を含有するフィルムおよびサブアセンブリ（例えば、米国特許第６
，９８２，１７８号、第７，８３９，５６４号参照）
【００２９】
　（ｆ）バックプレーン、接着剤層、および他の補助層、ならびにディスプレイで使用さ
れる方法（例えば、米国特許第７，１１６，３１８号および第７，５３５，６２４号参照
）
【００３０】
　（ｇ）色形成および色調節（例えば、米国特許第７，０７５，５０２号および第７，８
３９，５６４号参照）
【００３１】
　（ｈ）ディスプレイを駆動するための方法
【表１】
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【００３２】
　（ｉ）ディスプレイの用途（例えば、米国特許第７，３１２，７８４号、および第８，
００９，３４８号、ならびに第９，１９７，７０４号参照）
【００３３】
　（ｊ）非電気泳動ディスプレイ（例えば、米国特許第６，２４１，９２１号および米国
特許出願公開第２０１５／０２７７１６０号、ならびに米国特許出願公開第２０１５／０
００５７２０号および第２０１６／００１２７１０号参照）
【００３４】
　前述の特許および出願の多くは、カプセル化電気泳動媒体内の離散マイクロカプセルを
囲繞する壁が、連続相によって置換され、したがって、電気泳動媒体が、電気泳動流体の
複数の離散液滴と、ポリマー材料の連続相とを備える、いわゆるポリマー分散型電気泳動
ディスプレイを生産し得、そのようなポリマー分散型電気泳動ディスプレイ内の電気泳動
流体の離散液滴は、いかなる離散カプセル膜も各個々の液滴と関連付けられないにもかか
わらず、カプセルまたはマイクロカプセルと見なされ得ることを認識する。例えば、前述
の第２００２／０１３１１４７号を参照されたい。故に、本願の目的のために、そのよう
なポリマー分散型電気泳動媒体は、カプセル化電気泳動媒体の亜種と見なされる。
【００３５】
　関連するタイプの電気泳動ディスプレイは、いわゆる「マイクロセル電気泳動ディスプ
レイ」である。マイクロセル電気泳動ディスプレイでは、荷電粒子および懸濁流体は、マ
イクロカプセル内にカプセル化されないが、代わりに、伝搬媒体、例えば、ポリマーフィ
ルム内に形成される複数の空洞内で保定される。例えば、両方ともＳｉｐｉｘ　Ｉｍａｇ
ｉｎｇ，　Ｉｎｃ．に譲渡された、国際出願公開第ＷＯ　０２／０１２８１号および公開
済米国出願第２００２／００７５５５６号を参照されたい。
【００３６】
　前述のＥ　ＩｎｋならびにＭＩＴ特許および出願の多くはまた、マイクロセル電気泳動
ディスプレイおよびポリマー分散型電気泳動ディスプレイも考慮する。用語「カプセル化
電気泳動ディスプレイ」は、壁の形態にわたって一般化するように「マイクロキャビティ
電気泳動ディスプレイ」としても集合的に説明され得る、全てのそのようなディスプレイ
タイプを指すことができる。
【００３７】
　別のタイプの電気光学ディスプレイは、Ｐｈｉｌｉｐｓによって開発され、Ｈａｙｅｓ
，　Ｒ．　Ａ．，　ｅｔ　ａｌによる「Ｖｉｄｅｏ－Ｓｐｅｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ
　Ｐａｐｅｒ　Ｂａｓｅｄ　ｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｗｅｔｔｉｎｇ」（Ｎａｔｕｒｅ，４
２５，３８３－３８５（２００３年））に説明されている、エレクトロウェッティングデ
ィスプレイである。２００４年１０月６日に出願された係属中の出願第１０／７１１，８
０２号において、そのようなエレクトロウェッティングディスプレイが、双安定性に作製
され得ることが示されている。
【００３８】
　他のタイプの電気光学材料もまた、使用されてもよい。特に着目されることとして、双
安定性強誘電体液晶ディスプレイ（ＦＬＣ）が、当分野において公知であり、残留電圧挙
動を呈している。
【００３９】
　電気泳動媒体は、（例えば、多くの電気泳動媒体では、粒子がディスプレイを通した可
視光の透過を実質的に遮断するため）不透明であり、反射モードで動作し得るが、いくつ
かの電気泳動ディスプレイは、１つのディスプレイ状態が実質的に不透明であり、１つが
光透過性である、いわゆる「シャッタモード」で動作するように作製されることができる
。例えば、特許米国特許第６，１３０，７７４号および第６，１７２，７９８号、ならび
に米国特許第５，８７２，５５２号、第６，１４４，３６１号、第６，２７１，８２３号
、第６，２２５，９７１号、および第６，１８４，８５６号を参照されたい。電気泳動デ
ィスプレイに類似するが、電場強度の変動に依拠する電気泳動ディスプレイは、類似モー
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ドで動作することができる。米国特許第４，４１８，３４６号を参照されたい。他のタイ
プの電気光学ディスプレイもまた、シャッタモードで動作することが可能であり得る。
【００４０】
　カプセル化またはマイクロセル電気泳動ディスプレイは、伝統的電気泳動デバイスの集
塊化および沈降失敗モードに悩まされない場合があり、多種多様な可撓性および剛性基板
上にディスプレイを印刷またはコーティングする能力等のさらなる利点を提供し得る。（
単語「印刷」の使用は、限定ではないが、パッチダイコーティング、スロットまたは押出
コーティング、スライドまたはカスケードコーティング、カーテンコーティング等の事前
計量コーティング、ナイフオーバーロールコーティング、フォワード・リバースロールコ
ーティング等のロールコーティング、グラビアコーティング、浸漬コーティング、スプレ
ーコーティング、メニスカスコーティング、スピンコーティング、ブラシコーティング、
エアナイフコーティング、シルクスクリーン印刷プロセス、静電印刷プロセス、感熱印刷
プロセス、インクジェット印刷プロセス、電気泳動堆積、および他の類似技法を含む、あ
らゆる形態の印刷ならびにコーティングを含むことを意図している。）したがって、結果
として生じるディスプレイは、可撓性であり得る。さらに、ディスプレイ媒体は（種々の
方法を使用して）印刷されることができるため、ディスプレイ自体は、安価に作製される
ことができる。
【００４１】
　粒子ベースの電気泳動ディスプレイおよび類似挙動を表示する他の電気光学ディスプレ
イ（そのようなディスプレイは、便宜上、以降では、「インパルス駆動ディスプレイ」と
称され得る）の双安定性または多安定性挙動は、液晶ディスプレイ（「ＬＣＤ」）のもの
と好対照である。ねじれネマチック液晶は、双安定性または多安定性ではないが、そのよ
うなディスプレイのピクセルに所与の電場を印加することが、ピクセルに前に存在してい
たグレーレベルにかかわらず、ピクセルにおいて具体的グレーレベルを生成するように、
電圧トランスデューサとして作用する。さらに、ＬＣディスプレイは、１つの方向（非透
過性または「暗」から透過性または「明」）にしか駆動されず、電場を低減または排除す
ることによって、より明るい状態からより暗い状態への逆遷移がもたらされる。また、Ｌ
Ｃディスプレイのピクセルのグレーレベルは、電場の極性ではなく、その規模のみに対し
て感受性があり、実際に技術的理由から、商業的ＬＣディスプレイは、通常、頻繁な間隔
で駆動場の極性を逆転させる。対照的に、双安定性電気光学ディスプレイは、ピクセルの
最終状態が、印加される電場および本電場が印加される時間だけではなく、電場の印加に
先立つピクセルの状態にも依存するように、第１の近似に対して、インパルストランスデ
ューサとして作用する。
【００４２】
　高分解能ディスプレイは、隣接するピクセルからの干渉を伴わずにアドレス指定可能で
ある、個々のピクセルを含み得る。そのようなピクセルを取得するための一方法は、少な
くとも１つの非線形要素が各ピクセルと関連付けられる、トランジスタまたはダイオード
等の非線形要素のアレイを提供し、「アクティブマトリクス」ディスプレイを生産するこ
とである。１つのピクセルをアドレス指定する、アドレス指定またはピクセル電極が、関
連付けられる非線形要素を通して適切な電圧源に接続される。非線形要素がトランジスタ
であるとき、ピクセル電極は、トランジスタのドレインに接続されてもよく、本配列は、
以下の説明で仮定されるであろうが、本質的に恣意的であり、ピクセル電極は、トランジ
スタのソースに接続され得る。高分解能アレイでは、任意の具体的ピクセルが、１つの規
定された行および１つの規定された列の交差点によって一意に画定されるように、ピクセ
ルは、行および列の２次元アレイに配列されてもよい。各列の中の全てのトランジスタの
ソースが、単一の列電極に接続されてもよい一方で、各行の中の全てのトランジスタのゲ
ートは、単一の行電極に接続されてもよく、再度、行へのソースおよび列へのゲートの割
当は、所望される場合、逆転されてもよい。
【００４３】
　ディスプレイは、行毎の様式で書き込まれてもよい。行電極は、選択された行の中の全
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てのトランジスタが導電性であることを確実にする等のために、選択された行電極に電圧
を印加する一方で、これらの選択されていない行の中の全てのトランジスタが非導電性の
ままであることを確実にする等のために、全ての他の行に電圧を印加し得る、行ドライバ
に接続される。列電極は、選択された行の中のピクセルをそれらの所望される光学状態に
駆動するように選択される電圧を種々の列電極に印加する、列ドライバに接続される。（
前述の電圧は、非線形アレイから電気光学媒体の反対側に提供され得、ディスプレイ全体
を横断して延在する、一般的な前面電極に対するものである。）「ラインアドレス時間」
として既知である事前選択された間隔後、選択された行が選択解除され、別の行が選択さ
れ、列ドライバ上の電圧は、ディスプレイの次のラインが書き込まれるように変更される
。
（残留電圧放電）
【００４４】
　内容全体が参照することによって本明細書に組み込まれる、２０１５年２月４日に出願
された米国仮出願第６２／１１１，９２７号で説明されるように、残留電圧を放散するた
めの好ましい実施形態は、全てのピクセルトランジスタを長時間にわたって導通させる。
例えば、全てのピクセルトランジスタは、ソースライン電圧に対するゲートライン（本明
細書では「選択ライン」と称される）電圧を、通常のアクティブマトリクス駆動の一部と
してソースラインからピクセルを隔離するために使用される非導電性状態と比較して、ピ
クセルトランジスタを比較的に導電性である状態にさせる値にすることによって導通させ
られ得る。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、特別に設計された回路が、同時に全てのピクセルをアドレス
指定するために提供されてもよい。標準アクティブマトリクス動作では、選択ライン制御
回路は、典型的には、全てのゲートラインを、全てのピクセルトランジスタのための上記
の導通状態を達成する値にしない。本条件を達成するための便宜的方法は、外部信号が、
全ての選択ライン出力がピクセルトランジスタを導通させるように選定される選択ドライ
バに供給される電圧を受電する条件を付与することを可能にする、入力制御ラインを有す
る選択ラインドライバチップによってもたらされる。適切な電圧値を本特殊入力制御ライ
ンに印加することによって、全てのトランジスタが導通させられてもよい。一例として、
ｎ型ピクセルトランジスタを有するディスプレイに関して、いくつかの選択ドライバは、
「Ｘｏｎ」制御ライン入力を有する。選択ドライバへのＸｏｎピン入力に入力する電圧値
を選定することによって、ゲートオン電圧が、全ての選択ラインに配索される。簡単にす
るために、本発明の説明は、ｎ型ピクセルトランジスタを採用するバックプレーンについ
て書かれている。この場合、ゲートオン電圧は、正である。しかしながら、ｐ型ピクセル
トランジスタを用いて作製されたバックプレーンに関して、ここで説明される全ての方法
は、本発明で説明されて示される全ての電圧を逆転させることによって採用されることが
できる。この場合、ゲートオン電圧は、負であろう。
【００４６】
　ゲートオン電圧は、電気光学アクティブマトリクスディスプレイの残留電圧を放散する
目的のために、重要な電圧である。ディスプレイ全体を横断するゲートオン電圧の印加は
、典型的には、「アクティブ駆動相」（本明細書では「画像更新」または「アクティブ更
新期間」とも称される）の終わりに印加される、「駆動後放電」に不可欠である。「駆動
後放電相」（本明細書では「残留電圧放電相」または「残留電圧放電」とも称される）は
、「電圧減衰相」の一部であり、駆動後放電相が電圧減衰相に等しい場合、これらの用語
は、同義的に使用されてもよい（本明細書では同義的に使用される）。
【００４７】
　しかしながら、内容全体が参照することによって本明細書に組み込まれる、２０１５年
９月１６日に出願された米国仮出願第６２／２１９，６０６号で説明されるように、残留
電圧放電のために必要とされる長期持続時間にわたって導通状態でピクセルトランジスタ
を保持することは、ピクセルトランジスタ劣化および／またはディスプレイの光学性能の
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偏移を引き起こし得る。長期持続時間にわたってピクセルトランジスタを保持することの
影響を低減および／または防止するように、駆動後放電相中にゲートオン電圧値を調節で
きることが有利である。駆動後放電は、全アクティブ更新後、規定数のアクティブ更新後
、規定時間期間後、またはユーザによって要求されるときに、行われてもよい。さらに、
駆動後放電は、ゲートオン電圧値がゼロ値に達し得ないように、アクティブ更新によって
中断されてもよい。
【００４８】
　本発明は、アクティブ更新相後にゲートオン電圧値を調節するための装置および方法を
説明する。
（Ｅ／Ｏ電子機器）
【００４９】
　上記で説明されるように、残留電圧放電中に受けられるもの等の高いゲート電圧値の長
期期間は、ピクセルトランジスタ劣化を引き起こし得る。残留電圧放電中に高いゲート電
圧値を低減させること、および／または残留電圧を放散するための減衰速度を加速するこ
とは、ピクセルトランジスタ劣化を軽減もしくは防止し得る。ディスプレイにおける残留
電圧を放散するための最適な減衰速度は、放電有効性の許容レベルおよびピクセルトラン
ジスタの相互コンダクタンスへの影響の平衡を保つことによって、経験的に判定され得る
。本発明の１つの利点は、駆動後放電が、より低い電圧で達成され得、ピクセルトランジ
スタ劣化を低減させ、光学偏移を防止するであろうことである。
【００５０】
　上記で説明される種々の側面ならびにさらなる側面が、ここで、以下に詳細に説明され
る。これらの側面は、それらが相互排他的ではない程度に、単独で、全て一緒に、または
２つもしくはそれを上回るものの任意の組み合わせで、使用され得ることを理解されたい
。
【００５１】
　電気光学ディスプレイは、ディスプレイコントローラ等の外部電子機器から電力を受電
し、「電力管理」回路から電圧を供給してもよい。電力管理回路は、選択されたライン上
のトランジスタを導通させるように、ゲートライン（本明細書では「選択ライン」とも称
される）に供給される「ゲートオン電圧を含む」、複数の電圧を供給してもよい。電力管
理回路は、離散構成要素または集積回路（例えば、電力管理集積回路（「ＰＭＩＣ」））
であってもよい。付加的回路は、プルダウン抵抗器および／またはプルダウンコンデンサ
を含んでもよい。
【００５２】
　図１Ａは、ＰＭＩＣ１０２からアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ１
０６までのゲートオン電圧ライン１０４を示す、ＰＭＩＣ１０２を使用する電気光学ディ
スプレイの単純なゲートオン電圧電気回路の概略図である。図１の回路は、プルダウン抵
抗器Ｒ１０８の値を変更することによって、アクティブ駆動の終了時にゲートオン電圧１
０４を制御することを可能にする。Ｒ１０８の高い値が、ゲートオン電圧減衰速度を減速
するであろう一方で、Ｒ１０８の低い値は、ゲートオン電圧減衰速度を加速するであろう
。ＰＭＩＣからゲートドライバまでのライン１０４上の容量性要素（「Ｃ」）（図示せず
）のあるレベルを仮定すると、プルダウン抵抗器（「Ｒ」）１０８は、ライン静電容量（
「Ｃ」）を掛けた抵抗器値（「Ｒ」）によって求められる時間定数を伴って、ゼロボルト
まで指数関数的にゲートオンライン１０４を減衰させるであろう。Ｒ抵抗器１０８を通し
た電圧減衰は、以下のように計算され得る。
【００５３】
【化１】

【００５４】
　式中、ＶＯは、初期電圧であり、ライン静電容量Ｃは、電圧ラインの寄生静電容量と、
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電圧を安定させるようにＰＭＩＣの一部として設計される任意の静電容量とを含む。
【００５５】
　上記で引用される米国仮出願第６２／１１１，９２７号で説明される、駆動後放電方法
は、ゲートオン電圧の遅い減衰を利用する。通常、アクティブ更新相後に起こる、駆動後
放電相中に、ゲートオン電圧は、典型的には、接地に接続された抵抗器を通して減衰する
ことを可能にされる。駆動後放電では、全てのアクティブマトリクス選択ラインは、アク
ティブディスプレイ駆動中にその値から接地まで減衰する、ゲートオン電圧にされる。
【００５６】
　図１Ｂは、ゲートオン電圧が指数関数的に接地まで減衰する、アクティブ更新および駆
動後放電相を含む電圧減衰相中の時間と対比したゲートオン電圧を示す、グラフである。
時間ｔ＝０は、アクティブ更新の終了時である。図１Ｂでは、「駆動後放電」期間は、時
間ｔ１において開始し、時間ｔ２において終了するものとして定義される。時間ｔ１は、
ゼロと同じくらい小さくあり得、その場合、駆動後放電は、更新の直後に始まる、または
ゲートオン電圧値が好ましい値まで減衰もしくは減少するまで遅延されてもよい。時間ｔ

２は、駆動後放電がディスプレイにおける誘電分極を十分に低減させることに効果的であ
るために、または時間が許容する場合、ゲートオン電圧がゼロボルトまで減衰するまで、
十分に大きくなるように選定される。
【００５７】
　上記で説明されるように、トランジスタ劣化を低減させるよう、ピクセル残留電圧のド
レインを可能にするために十分な規模であるが、それより高くない、「ゲートオン」電圧
を印加することが有利である。必要よりも高い電圧規模は、ＴＦＴバイアスストレスを増
加させ、残留電圧ドレインを向上させる可能性が低い。図１Ｂに示されるように、駆動後
放電の最も単純な実装は、「ゲートオン」電圧が駆動後放電中に指数関数的に減衰するこ
とを可能にするものである。たとえより低い以降の電圧値が小さすぎて残留電圧の適時な
ドレインを可能にできない場合があっても、より高い初期電圧値が、残留電圧の適時なド
レインのために十分である。さらに、全ての選択ラインが十分な残留電圧放電を可能にす
るようにオンにされるが、それより長くならないように、時間を最小限にすることが有利
である。本発明は、駆動後放電相中に「ゲートオン」電圧の時間プロファイルを成形する
ことによって、これらの利点を達成するように「ゲートオン」電圧を制御する。本発明は
、駆動後放電相中に「ゲートオン」電圧プロファイルの有利な性質を査定するために有用
である、メトリックＫを利用する。
【００５８】
【化２】

【００５９】
　式中、Ｔｍは、「ゲートオン」電圧が、ディスプレイ更新の終了から始まり、更新の終
了後の時間ｔ２までの時間ドメイン内の低い電圧規模（ＶＬ）と高い電圧規模（ＶＨ）と
の間に位置する、合計時間であり、Ｔｈは、「ゲートオン」電圧がＶＨを上回る、合計時
間である。ｔ２は、次の画像更新等の他のディスプレイプロセスによって中断されないと
きの駆動後放電の終了の時間である。値ＶＬおよびＶＨは、ディスプレイ性能ならびに使
用に基づいて、以降で定義または境界されてもよい。ＶＬおよびＶＨの値を割り当てるこ
とは、以下でさらに詳細に説明される。電圧は、別の電圧に対して定義され、全て、駆動
電子機器（ソースおよび／または選択ドライバならびにディスプレイコントローラ）のた
めの「ゼロ電圧」もしくは「接地」に対する。
【００６０】
　自然Ｋ（「Ｋｎａｔｕｒａｌ」）は、以下のように定義されてもよい。
【００６１】
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【化３】

【００６２】
　式中、Ｖ０は、画像更新またはアクティブ更新中に印加される「ゲートオン」電圧であ
る（上記で説明されるように、全ての電圧は、考慮中のディスプレイのための「ゲートオ
フ」電圧に対して定義される）。便宜上、ここで参照される正規化Ｋを以下のように定義
する。
【００６３】

【化４】

【００６４】
　式中、Ｋ、Ｋｎａｔｕｒａｌ、およびアルファ（「α」）は全て、時間ｔ２ならびに電
圧パラメータＶＬおよびＶＨの関数である。好ましい電圧プロファイルは、２を上回るア
ルファ、５を上回るアルファ、または好ましくは、２０を上回るアルファを有し、ＶＬお
よびＶＨの値は、以下の制約、すなわち、１）ＶＬがＶ０の少なくとも５％である、２）
ＶＨがＶ０の８０％未満である、３）ＶＨがＶＬを上回る、ならびに４）（ＶＨ－ＶＬ）
／［（ＶＨ＋ＶＬ）／２］＞０．１であるという制約のうちの少なくとも２つを満たす。
第４の制約は、ＶＨとＶＬとの間の分離がＶＨおよびＶＬの平均と比較して有意であるこ
とを確実にするように満たされ得る。
【００６５】
　図１Ｃは、アクティブ更新および好ましい電圧プロファイルを有する電圧減衰相中の時
間と対比したゲートオン電圧を示す、グラフである。上記の図１Ｂに描写および説明され
た鎖線は、アクティブ更新後の典型的な指数関数減衰を示す。実線は、ゲートオン電圧値
が急速に減衰し、またはより低い値まで低減され、次いで、駆動後放電の時間にわたって
本低減値から減衰する、駆動後放電相のより有利な電圧プロファイルの実施例を示す。図
１Ｃに示されるように、アクティブ更新後のゲートオン値の最初の急速な低減は、全ての
選択ラインを「オンにする」ことに先立って完了する。代替として、全ての選択ラインは
、ｔ＝０においてオンにされてもよい。別の代替として、全ての選択ラインは、ゲートオ
ン電圧値が最初に低減され、所望の値まで減衰した後に、または所定の時間後に、オンに
されてもよい。全ての選択ラインは、駆動後放電がディスプレイにおける誘電分極を十分
に低減させることに有効であった後に、または代替として、ゲートオン電圧がゼロ電圧ま
で減衰した後に、オフにされてもよい（ｔ２）。
【００６６】
　図２Ａは、ＰＭＩＣ２０２とゲートドライバ２０６との間に「単極単投」スイッチ（「
ＳＷ１」）２１０（示されるように、「開放」している）をさらに備える、図１Ａの単純
な電気回路レイアウトの概略図である。ＳＷ１スイッチ２１０が閉鎖されるとき、回路は
、ゲートドライバ２０６をアクティブに駆動する。ＳＷ１スイッチ２１０が（アクティブ
駆動の終了時に）開放されるとき、ＰＭＩＣ２０２は、ゲート高電圧２０６を駆動するこ
とを止め、ゲートオン電圧減衰速度は、プルダウン抵抗器Ｒ２０８およびゲートオンライ
ン２０４によって受けられる種々の静電容量によって判定されるであろう。
【００６７】
　図２Ｂは、ＳＷ１スイッチが閉鎖されるときのアクティブ駆動相２２０およびＳＷ１ス
イッチが開放しているときの電圧減衰相２２２中の図２Ａの回路の経時的なゲートオン電
圧を描写する、図式概略図である。
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【００６８】
　図３Ａは、本発明のある実施形態による、ゲートオン電圧電気回路の概略図である。図
３Ａは、ＰＭＩＣ３０２からアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ３０６
までの第１の「単極単投」スイッチ（「ＳＷ１」）３１０を伴うゲートオン電圧ライン３
０４を示す。回路はさらに、抵抗器Ｒ３０８と、第２の「単極双投」スイッチ（「ＳＷ２
」）３１２（示されるように、位置「ａ」にある）と、プルダウンコンデンサ（「Ｃ１」
）３１４とを備える。
【００６９】
　スイッチＳＷ１およびＳＷ２は、１つだけのスイッチが一度に係合されるように、ほぼ
同時に開閉するようにプログラムされる。動作時に、アクティブディスプレイ駆動中に、
ＳＷ１が閉鎖し、ＳＷ２が開放する一方で、電圧減衰相および駆動後放電中に、ＳＷ１は
開放し、ＳＷ２は閉鎖する。ＳＷ１は、それが閉鎖位置にあるときのみ接続される、単極
単投スイッチの実施例である。ＳＷ２は、それが常に位置「ａ」または位置「ｂ」のいず
れかに接続されるように、２つの点の間で切り替えられる、単極双投スイッチの実施例で
ある。
【００７０】
　プルダウンコンデンサＣ１３１４および第２のスイッチＳＷ２　３１２を組み込むこと
によって、ゲートオン電圧値は、より低い値まで低減されてもよく、次いで、本低減電圧
値から減衰してもよい。アクティブ駆動の終了時に、ＳＷ１は、開放し、ＳＷ２は、位置
「ｂ」にあり、駆動電圧（「Ｖ」）減衰は、以下の方程式に従って計算されてもよい。
【化５】

【００７１】
　式中、Ｃは、ゲートオンライン３０４のライン静電容量であり、Ｖ０は、初期電圧であ
る。
【００７２】
　図３Ｂは、ＳＷ１スイッチが閉鎖され、ＳＷ２スイッチが位置「ａ」にあるときのアク
ティブ駆動相３２０、およびＳＷ１スイッチが開放し、ＳＷ２スイッチが位置「ｂ」に接
続されるときの電圧減衰相３２２中の図３Ａの回路のための経時的なゲートオン電圧を描
写する、図式概略図である。図３Ｂに示されるように、（ＳＷ１が閉鎖され、ＳＷ２が位
置「ａ」にあるときの）アクティブ駆動相３２０中に、ＰＭＩＣは、ゲートドライバ３０
６を駆動する。（ＳＷ１スイッチが開放し、ＳＷ２スイッチが位置「ｂ」に接続されると
きの）電圧減衰相中に、電圧値は、より小さい電圧値まで迅速に引き下げられ（すなわち
、ＶＯＣ／（Ｃ＋Ｃ１））、プルダウン抵抗器Ｒ３０８ならびにＣおよびＣ１の静電容量
によって判定される速度で、このより小さい値３２２から減衰する。
【００７３】
　図４Ａは、本発明の別の実施形態による、ゲートオン電圧電気回路の概略図である。図
４Ａは、ＰＭＩＣ４０２からアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ４０６
までの第１のスイッチ（「ＳＷ１」）４１０を伴うゲートオン電圧ライン４０４を示す。
回路はさらに、抵抗器Ｒ４０８と、第２のスイッチ（「ＳＷ２」）４１２（示されるよう
に、位置「ａ」にある）と、プルダウンコンデンサ（「Ｃ１」）４１４と、第２のプルダ
ウン抵抗器（「Ｒ１」）４１６とを備える。プルダウンコンデンサＣ１４１４およびプル
ダウン抵抗器Ｒ１４１６は、ＳＷ２　４１２と直列である。しかしながら、ＳＷ２に関す
るそれらの位置は、交換されてもよい。
【００７４】
　図４Ｂに示されるように、（ＳＷ１が閉鎖され、ＳＷ２が位置「ａ」にあるときの）ア
クティブ駆動相４２０中に、ＰＭＩＣは、アクティブ駆動ゲートオン電圧値においてゲー
トドライバ４０６を駆動し、コンデンサＣ１４１４を充電する。（ＳＷ１スイッチが開放
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し、ＳＷ２スイッチが位置「ｂ」にあるときの）電圧減衰相４２２中に、ゲートオン電圧
値は、コンデンサＣ１４１４の値まで低減され、抵抗器Ｒ４０８およびＲ１４１６によっ
て判定される速度で減衰する。コンデンサＣ１ならびに抵抗器ＲおよびＲ１の追加は、ゲ
ートオン電圧値の初期低減および減衰速度に対するさらなる程度の制御を可能にする。
【００７５】
　図５Ａは、図３Ａと同等である、本発明の別の実施形態による、ゲートオン電圧電気回
路の概略図である。図５Ａは、ＰＭＩＣ５０２からアクティブマトリクスディスプレイの
ゲートドライバ５０６までの第１のスイッチ（「ＳＷ１」）５１０を伴うゲートオン電圧
ライン５０４を示す。回路はさらに、ゲートオン電圧ライン５０４上に位置付けられる第
２の単極双投スイッチ（「ＳＷ２」）５１２（示されるように、位置「ａ」にある）を備
える。ＳＷ２　５１２は、プルダウン抵抗器Ｒ５０８およびプルダウンコンデンサＣ１５
１４に係合する。（図３Ｂの３２０で描写されるような）アクティブ駆動相中に、ＳＷ１
が閉鎖され、ＳＷ２が位置「ａ」にあるとき、コンデンサＣ１５１４が充電されるであろ
う。（図３Ｂの３２２で描写されるような）電圧減衰相中に、ＳＷ１が開放し、ＳＷ２が
位置「ｂ」にあるとき、電圧値は、最初にコンデンサＣ１５１４の値まで降下し、次いで
、抵抗器Ｒ５０８によって判定される速度で減衰するであろう。
【００７６】
　例示的電気泳動ディスプレイとして図５Ａを使用し、アクティブ更新相中に、ＰＭＩＣ
は、＋２２ボルトでゲートオン電圧を駆動してもよい。駆動後放電相（「残留電圧放電」
）中に、＋２２ボルトのゲートオン電圧値は過剰であり、低減したゲート高電圧値が好ま
しい。いくつかのディスプレイでは、残留電圧放電は、約＋８ボルトの電圧値を使用する
ことによって達成されてもよい。図５Ａの好ましい回路は、アクティブ駆動相後にゲート
オン電圧を迅速に約１０～１２ボルトまで下げるために十分なコンデンサＣ１を含む。好
ましいコンデンサＣ１値は、ディスプレイに取り付けられる（ＳＷ２が位置「ｂ」にある
）が、ＰＭＩＣが断絶される（ＳＷ１が位置「ｂ」にある）ときに、ゲートオンラインの
静電容量にほぼ等しい。異なるディスプレイおよび駆動電子機器が種々のゲートオン静電
容量を有するため、単一の静電容量値Ｃ１が、全てのディスプレイに適用されるわけでは
ないであろうが、所望の初期電圧降下に基づいて選択されてもよい。抵抗器Ｒ５０８と同
様に、単一の抵抗器値が、全てのディスプレイに適用されるわけではないであろうが、所
望の電圧減衰速度に基づいて選択されてもよい。
【００７７】
　図５Ｂは、図４Ａと同等である、本発明の別の実施形態による、ゲートオン電圧電気回
路の概略図である。図５Ｂは、プルダウン抵抗器Ｒ１５１６をさらに備える、図５Ａの電
気回路の概略図である。図５Ｂでは、ＳＷ２　５１２は、プルダウン抵抗器Ｒ５０８、プ
ルダウンコンデンサＣ１５１４、およびプルダウン抵抗器Ｒ１５１６に係合する。（図４
Ｂの４２０で描写されるような）アクティブ駆動相中に、ＳＷ１が閉鎖され、ＳＷ２が位
置「ａ」にあるとき、コンデンサＣ１５１４は、０Ｖまで放電するであろう。（図４Ｂの
４２２で描写されるような）電圧減衰相中に、ＳＷ１が開放し、ＳＷ２が位置「ｂ」にあ
るとき、電圧値は、最初にコンデンサＣ１５１４の値まで降下し、次いで、抵抗器Ｒ５０
８およびＲ１５１６によって判定される速度で減衰するであろう。
【００７８】
　図６Ａは、本発明の別の実施形態による、ゲートオン電圧電気回路の概略図である。図
６Ａは、ＰＭＩＣ６０２からアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ６０６
までの第１のスイッチ（「ＳＷ１」）６１０を伴うゲートオン電圧ライン６０４を示す。
回路はさらに、プルダウン抵抗器Ｒ６０８と、プルダウンコンデンサ（「Ｃ１」）６１４
と、第２のプルダウン抵抗器（「Ｒ１」）６１８と、第２のプルダウンコンデンサ（「Ｃ

２」）６１６と、抵抗器Ｒ１６１８とプルダウンコンデンサＣ２６１６との間に位置付け
られる第２のスイッチ（「ＳＷ２」）６１２（示されるように、「開放」している）とを
備える。プルダウンコンデンサＣ１６１４、プルダウン抵抗器Ｒ１６１８、およびプルダ
ウンコンデンサＣ２６１６は、直列である。



(18) JP 6871241 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

【００７９】
　ＰＭＩＣが、ＳＷ１を閉鎖し、ＳＷ２を開放することによって、ゲートオンラインをＶ

ｏボルトにするとき、Ｃ１を横断する電圧は、Ｖｏ
＊Ｃ２／（Ｃ１＋Ｃ２）まで上昇する

。コンデンサＣ１およびＣ２は、本電圧を駆動後放電期間中に所望される低いレベルに設
定するように選定される。抵抗器Ｒ１６１８は、ＰＭＩＣによってサポートされることが
できない、電流スパイクを回避するように選定され、Ｒ１の値は、０オームであり得、そ
の場合、Ｒ１は、必須ではない。また、ここでは、Ｒ１６１８およびＣ１６１４の位置が
交換され得ることに留意されたい。次いで、駆動後放電期間中に、ゲートラインが、より
低い電圧で保持され、電圧が、抵抗器Ｒ６０８およびＲ１６１８の複合抵抗を通した放電
を通してゆっくり減衰するように、ＳＷ１は、開放され、ＳＷ２は、閉鎖される。前の実
施形態と比較した本代替実施形態の利点としては、１）スイッチＳＷ２が、トランジスタ
を伴って容易に実装されることができる、「単極単投」であること、および２）所望の低
い電圧が、ゲートライン６０４によって受けられる他の静電容量よりもはるかに大きいＣ

１ならびにＣ２値を選定することによって、ゲートライン静電容量からほぼ独立して、よ
り容易に設定されることができる。
【００８０】
　図６Ｂに示されるように、（ＳＷ１が閉鎖され、ＳＷ２が開放しているときの）アクテ
ィブ駆動相６２０中に、ＰＭＩＣは、アクティブ駆動のためのゲートオン電圧値において
ゲートドライバ６０６を駆動し、「ゲートオン」電圧値に合計する電圧値まで、コンデン
サＣ１およびＣ２を充電する。（ＳＷ１スイッチが開放し、ＳＷ２スイッチが閉鎖される
ときの）電圧減衰相６２２中に、ゲートオン電圧値は、アクティブ駆動中にＣ１を横断し
た電圧のレベルまで降下し、次いで、このより低い値から減衰する。コンデンサＣ１およ
びＣ２ならびに抵抗器ＲおよびＲ１の追加は、時間および低減の量の両方におけるゲート
オン電圧値の初期低減、ならびに値の初期降下後の減衰速度に対する、より優れた程度の
制御を可能にする。これらの値は、電圧減衰相中の電圧値の低減を最適化するように設定
されてもよい、またはこれらの抵抗器の一方もしくは両方は、電気回路から除去され得る
。
【００８１】
　図７は、本発明の別の実施形態による、ゲートオン電圧電気回路の概略図である。図７
は、ＰＭＩＣ７０２からアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ７０６まで
の第１のスイッチ（「ＳＷ１」）７１０を伴うゲートオン電圧ライン７０４を示す。回路
はさらに、ゲートオン電圧ライン７０４上に位置付けられる第２のスイッチ（「ＳＷ２」
）７１２（示されるように、「開放」している）を備える。ＳＷ２　７１２は、プルダウ
ン抵抗器Ｒ７０８およびツェナーダイオード７１４に係合する。放電相中に、ＳＷ１が開
放し、ＳＷ２が閉鎖されるとき、ツェナーダイオードは、ゲートオン電圧値を所定の値（
以下で説明される「破壊電圧」値）まで迅速に降下させ、電圧が本値まで降下する速度は
、随意の抵抗器Ｒ７０８による影響を受ける。
【００８２】
　ツェナーダイオードは、理想的なダイオードと同様に、電流が順方向に流動することを
可能にするが、また、電圧がある値（「破壊電圧」）を上回るときに逆方向に流動するこ
とも可能にする、市販のダイオードである。ツェナーダイオードは、異なる破壊電圧とと
もに利用可能であり、特定のディスプレイのための所望の破壊電圧値に基づいて選択され
てもよい。ツェナーダイオードは、電圧と電流との間で非線形であるが、それが電圧およ
び電流にどのように反応するかが予測可能である。ツェナーダイオードは、電流が高いと
きに電圧を迅速に降下させるが、いったん破壊電圧に達すると、電流が遮断する。これは
、電圧減衰相中にゲートオン電圧値を迅速に降下させるための別の方法である。図７に示
されるものの代わりに、１つを上回るツェナーダイオードを使用することが望ましくあり
得る。それを上回ると一連のツェナーダイオードが電流を導通させるであろう、所望の電
圧を達成するために、一連の２つまたはそれを上回るツェナーダイオードを使用すること
が、一般的な慣行である。一連のツェナーダイオードは、それを上回ると電圧がツェナー
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ダイオードを通した導通を通して降下される、電圧を選定する融通性を獲得するために採
用されてもよい。この場合、そのような一連のツェナーダイオードの有効「破壊電圧」は
、構成ツェナーダイオードのそれぞれの「破壊電圧」の合計である。
【００８３】
　本回路は、前のバージョンと比べて利点を有する。前のバージョンでは、ＳＷ２は、「
単極双投」スイッチであり、駆動後放電セッションの開始時に所望の電圧を達成するよう
に、コンデンサ値に依拠する。本バージョンでは、ＳＷ２は、はるかに単純である、「単
極単投」スイッチである。これは、所望の電圧を制御するためにツェナーダイオードを使
用し、放電相中に電圧を制御するためにコンデンサを採用する回路よりも放電相中の電圧
の確実な制御を与える。図中の抵抗器は、随意である。おそらく、本実施例だけではなく
、抵抗器がないものも示すべき、または抵抗器値がゼロであり得ることも解説するべきで
あろう。
【００８４】
　本発明の別の実施形態によると、電力管理回路（電力管理集積回路、ＰＭＩＣ等）は、
ゲートオン電圧をアクティブに制御するように構成されてもよい。アクティブ更新中に、
ゲートオン値は、ピクセルが成功したディスプレイ動作のための所望の電圧まで十分に充
電されることを可能にするように設定されてもよい。アクティブ更新後、駆動後放電の時
間中に、ゲートオン電圧は、より低い規模が駆動後放電を達成するために十分である、低
減した値に設定されてもよい。ＰＭＩＣは、ディスプレイをアクティブに駆動するための
電圧値と駆動後放電のための異なる電圧値との間で、ディスプレイに出力されるゲートオ
ン電圧を切り替えるスイッチを使用して、ゲートオン電圧制御を管理する。いくつかの実
施形態では、スイッチは、ＰＭＩＣの内部にある。他の実施形態では、スイッチおよび電
気回路は、ＰＭＩＣの外部にある。
【００８５】
　図８Ａは、本明細書で提示される本主題による、さらに別の実施形態を図示する。図８
Ａは、ＰＭＩＣからアクティブマトリクスディスプレイのゲートドライバ８０６までの第
１のスイッチ（「ＳＷ１」）８１０に結合されるゲートオン電圧ライン８０４を図示し、
ＳＷ１は、第１の電圧をディスプレイに提供するように構成される、第１の電圧源８１２
に結合される。加えて、第２の電圧源８１６、通常、低電圧源もまた、第２のスイッチ（
「ＳＷ２」）８１４を通してゲートオン電圧ライン８０４に結合され、第２の電圧をアク
ティブマトリクスディスプレイに提供するように構成されてもよい。さらに、コンデンサ
Ｃ８１８および抵抗器Ｒ８２０は、ゲートオン電圧の減衰に対してさらに優れた制御を提
供するように、電圧ライン８０４およびゲートドライバ８０６に関連して並列に接続され
てもよい。
【００８６】
　図８Ｂは、図８Ａに図示される回路によって構成されるようなゲートオン電圧の減衰を
図示する。示されるように、（ＳＷ１が閉鎖され、ＳＷ２が位置「ａ」にあるときの）ア
クティブ相８４０中に、ＰＭＩＣは、アクティブ駆動ゲートオン電圧値においてディスプ
レイを駆動し、コンデンサＣ８１８を充電する。（ＳＷ１が位置「ｂ」にあり、ＳＷ２が
閉鎖されるときの）第２のアクティブ相８４２中に、ＰＭＩＣは、第２の電圧源８１６に
よって決定付けられる電圧においてディスプレイを駆動する。本第２のアクティブ相８４
２では、ディスプレイは、第２の電圧源８１６によって供給される電圧値に近い電圧レベ
ルにおいて駆動され、コンデンサＣ８１８は、第２の電圧源８１６の電圧値を参照して、
それに応じて充電または放電される。最終的に、（ＳＷ１が位置「ｂ」にあり、ＳＷ２が
位置「ａ」にあるときの）放電相８４４中に、ゲートオン電圧は、コンデンサＣ８１８お
よび抵抗器Ｒ８２０の組み合わせによって判定される速度で減衰するように設計される。
本構成は、ゲートオン電圧のより速い初期低減を可能にし、したがって、全体的な減衰プ
ロセスを促進し、デバイス信頼性を向上させる。
【００８７】
　使用中に、図９に図示されるように、使用の長い期間（例えば、１００，０００回の更
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新）後に、図８Ａに図示される構成は、いくつかの従来の構成（ライン９０６および９０
８）よりも良好な信頼性（ライン９０２および９０４）を提供する。
（トランジスタおよび典型的電荷比／トランジスタ劣化）
【００８８】
　故に、いくつかの側面では、本明細書に説明される主題はまた、アクティブマトリクス
アレイの中に複数のピクセルを有する、双安定電気光学ディスプレイを駆動する方法も提
供する。とりわけ、非晶質シリコン、微結晶、ポリシリコン、および有機を含む、種々の
タイプのアクティブマトリクストランジスタが市販されている。アクティブマトリクスデ
ィスプレイの中のトランジスタは、典型的には、殆どのアクティブマトリクスディスプレ
イが約１０００行を有するため、１：１０００のオン：オフ比をサポートするように設計
される。アクティブマトリクスディスプレイの中のｎチャネル（「ｎ型」）非晶質シリコ
ン薄膜トランジスタ（「ａ－Ｓｉ　ＴＦＴ」）に関して、トランジスタは、ゲート・ソー
ス上に正電圧があるときに、そのオン状態にあり（行が選択され）、ゲート・ソース上に
負電圧があるときに、そのオフ状態にある。したがって、ｎ型薄膜ピクセルトランジスタ
は、典型的には、１：１０００の正対負の電荷比を受ける。アクティブマトリクスディス
プレイの中のｐチャネル（「ｐ型」）ａ－Ｓｉ　ＴＦＴに関して、電圧極性は、逆転され
る。ｐ型トランジスタは、ゲート・ソース上に負電圧があるときに、そのオン状態にあり
、ゲート・ソース上に正電圧があるときに、そのオフ状態にある。したがって、ｐ型薄膜
ピクセルトランジスタは、典型的には、１：１０００の負対正の電荷比を受ける。トラン
ジスタが通常の比よりも頻繁にオンであるように、オン：オフ比が変更されるとき、トラ
ンジスタは、ディスプレイの光学性能を劣化させ、悪影響を及ぼし得る。非晶質シリコン
トランジスタは、非定型電荷バイアスに起因する劣化の影響を高度に受けやすい。本タイ
プのトランジスタ劣化を低減させるための１つの方法は、本明細書でさらに完全に説明さ
れるように、オン：オフ比が１：１０００のその典型的値により近くなるように、トラン
ジスタをそのオフ位置にすることによって、オン：オフ比を標準化するものである。
【００８９】
　アクティブマトリクスディスプレイの典型的オン：オフ比は、１：１０００比と異なり
得、本明細書に説明される本発明の側面が依然として適用されることを理解されたい。
（電気光学ディスプレイの残留電圧の低減に基づく電荷バイアス）
【００９０】
　電荷バイアスは、本明細書で開示され、内容全体が参照することによって本明細書に組
み込まれる、２０１５年２月４日に出願された米国仮出願第６２／１１１，９２７号でさ
らに完全に開示される技法に従って、残留電圧が電気光学ディスプレイから放電されると
きに生じ得る。電気光学ディスプレイのピクセルの残留電圧は、ピクセルのトランジスタ
をアクティブ化し（すなわち、全てのトランジスタをオンにし）、ピクセルの前面および
後面電極の電圧をある時間期間にわたってほぼ同一の値に設定することによって、放電さ
れてもよい。残留電圧放電パルス中にピクセルによって放電される残留電圧の量は、少な
くとも部分的に、ピクセルが残留電圧を放電する速度、および残留電圧放電パルスの持続
時間に依存し得る。いくつかの実施形態では、その間に残留電圧放電パルスが印加される
（オン位置にある）期間の持続時間は、少なくとも５０ミリ秒、少なくとも１００ミリ秒
、少なくとも３００ミリ秒、少なくとも５００ミリ秒、少なくとも１秒、または任意の他
の好適な持続時間であってもよい。
【００９１】
　例えば、全てのピクセルトランジスタは、ソースライン電圧に対するゲートライン電圧
を、通常のアクティブマトリクス駆動の一部としてソースラインからピクセルを隔離する
ために使用される非導電性状態と比較して、ピクセルトランジスタを比較的に導電性であ
る状態にさせる値にすることによって導通させられ得る。ｎ型薄膜ピクセルトランジスタ
に関して、これは、ゲートラインをソースライン電圧値よりも実質的に高い値にすること
によって、達成され得る。ｐ型薄膜ピクセルトランジスタに関して、これは、ゲートライ
ンをソースライン電圧値よりも実質的に低い値にすることによって、達成され得る。代替
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実施形態では、全てのピクセルトランジスタは、ゲートライン電圧をゼロにし、ソースラ
イン電圧を負（またはｐ型トランジスタについては正）電圧にすることによって、導通さ
せられ得る。
【００９２】
　代替として、特別に設計された回路が、同時に全てのピクセルをアドレス指定するため
に提供されてもよい。標準アクティブマトリクス動作では、選択ライン制御回路は、典型
的には、全てのゲートラインを、全てのピクセルトランジスタのための上記の導通状態を
達成する値にしない。本条件を達成するための便宜的方法は、外部信号が、全ての選択ラ
イン出力がピクセルトランジスタを導通させるように選定される選択ドライバに供給され
る電圧を受電する条件を付与することを可能にする、入力制御ラインを有する選択ライン
ドライバチップによってもたらされる。適切な電圧値を本特殊入力制御ラインに印加する
ことによって、全てのトランジスタが導通させられてもよい。一例として、ｎ型ピクセル
トランジスタを有するディスプレイに関して、いくつかの選択ドライバは、「Ｘｏｎ」制
御ライン入力を有する。選択ドライバへのＸｏｎピン入力に入力する電圧値を選定するこ
とによって、「ゲート高」電圧が、全ての選択ラインに配策され、全てのトランジスタを
オン状態にする。
【００９３】
　残留電圧がこれらの技法を使用して放散されるとき、例えば、ｎ型トランジスタによっ
て受けられる正対負の電荷比は、約１：１０００から約１：１０または１：１にさえも変
化し得る。本非定型電荷バイアスは、トランジスタ劣化および低減したディスプレイ性能
を引き起こし得る。非定型電荷バイアスおよびトランジスタ劣化が経時的に増加すると、
ディスプレイの電流および電圧電圧（「ＩＶ」）曲線が、値を偏移させる。ＩＶ曲線がよ
り高い値に偏移する場合、より多くの電圧が、トランジスタスイッチをアクティブ化する
ために必要とされる。ＩＶ曲線の偏移の影響は、（Ｌスター（Ｌ＊）で測定される）ディ
スプレイ反射率の結果として生じたグレートーン偏移および残影偏移を光学的に測定する
ことによって、示され得る。
（グレートーン偏移／残影偏移）
【００９４】
　通常、現在ディスプレイ上にある１６個の可能性として考えられるグレー状態（極限黒
色および極限白色を含む）から、表示される次の画像内の同一グレー状態にディスプレイ
を切り替える、２５６個の遷移が定義されている。グレートーン偏移は、これらの遷移の
うちの１６個を測定する。残影偏移は、残りの２４０個の遷移の性質を測定する。
【００９５】
　グレートーン配置（「ＧＴＰ」）は、白色画像から開始するときに、１６個の遷移を全
ての可能性として考えられるグレートーン（黒色および白色を含む）に適用することに起
因する、光学状態を測定する。図１Ａに示されるように、グレートーン配置偏移は、時間
ゼロにおけるグレートーン偏移を差し引いたシーケンスの数によって定義され得る、時間
ｋにおける１６個のグレートーンにわたる最大Ｌ＊偏移の絶対値である。本明細書ではグ
レートーン偏移とも称されるＧＴＰ偏移は、方程式、すなわち、ＧＴＰ　ｓｈｉｆｔ（ｋ
）＝ｍａｘ｜（ＧＴＰ（ｋ）－ＧＴＰ（０））｜を使用して計算されてもよく、式中、Ｇ
ＴＰ（０）は、初期ＧＴＰであり、ＧＴＰ（ｋ）は、時間ｋにおけるＧＴＰ測定である。
ＧＴＰ偏移は、１６個の遷移の絶対測定である。
【００９６】
　残影は、白色を除く全ての可能性として考えられる１６個のグレートーンから、全ての
可能性として考えられる１６個のグレートーンへの残りの２４０個の遷移を測定し、最終
的な表示されたグレートーンのＧＴＰ値を除算する。すなわち、残影測定は、非白色グレ
ートーンから遷移するときのグレートーンの光学状態を、白色から遷移するときの同一グ
レートーンの光学状態と比較する。図１Ｂに示されるように、残影偏移は、時間ゼロにお
ける残影を差し引いたシーケンスの数によって定義され得る、時間ｋにおける最大残影の
絶対値である。残影偏移は、方程式、すなわち、ＧＨＯＳＴ　ｓｈｉｆｔ（ｋ）＝ｍａｘ
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｜（ＧＨＯＳＴ（ｋ）－ＧＨＯＳＴ（０））｜を使用して計算されてもよく、式中、ＧＨ
ＯＳＴ（０）は、初期残影測定であり、ＧＨＯＳＴ（ｋ）は、時間ｋにおける残影測定で
ある。残影偏移は、ＧＴＰ値に基づく相対測定である。
【００９７】
　図１０Ａ、１０Ｂ、１１Ａ、および１１Ｂに示されるように、ＧＴＰ偏移および残影偏
移の測定を行うことに先立って、ディスプレイは、その現在の状態から黒色、白色、白色
、白色にディスプレイを切り替えることによって、クリアされた。しかしながら、測定さ
れた値が同等となるように一貫性がある限り、任意のディスプレイクリアリング技法が使
用されてもよい。
【００９８】
　上記で説明される種々の側面、ならびにさらなる側面が、ここで、以下に詳細に説明さ
れる。これらの側面は、それらが相互排他的ではない程度に、単独で、全て一緒に、また
は２つもしくはそれを上回るものの任意の組み合わせで、使用され得ることを理解された
い。
【００９９】
　図１０Ａは、いくつかの実施形態による、残留電圧放電を伴う１００２、および残留電
圧放電を伴わない１００４、更新の数に対する最大絶対グレートーン偏移による光学応答
偏移を測定する、摂氏４５度における加速信頼性試験の結果を示すグラフである。各使用
年は、５０，０００回の更新を有すると仮定される。図１０Ａに示されるように、トラン
ジスタが残留電圧放電（非定型電荷バイアス）の結果として受ける付加的オン時間は、約
１００，０００回の更新後に（または約２年にわたって）約２Ｌ＊の有意なグレートーン
偏移をもたらす。
【０１００】
　図１０Ｂは、いくつかの実施形態による、残留電圧放電を伴う１００６、および残留電
圧放電を伴わない１００８、更新の数に対する最大絶対残影偏移による光学応答偏移を測
定する、摂氏４５度における加速信頼性試験の結果を示すグラフである。各使用年は、５
０，０００回の更新を有すると仮定される。図１０Ｂに示されるように、トランジスタが
残留電圧放電（非定型電荷バイアス）の結果として受ける付加的オン時間は、約１００，
０００回の更新後に（または約２年にわたって）約３Ｌ＊の有意な残影偏移をもたらす。
【０１０１】
　図１１Ａは、いくつかの実施形態による、残留電圧放電を伴う１１０２、残留電圧放電
を伴わない１１０４、および残留電圧放電ならびにオン：オフ比の標準化を伴う１１１０
、更新の数に対する最大絶対グレートーン偏移による光学応答偏移を測定する、摂氏４５
度における加速信頼性試験の結果を示すグラフである。各使用年は、５０，０００回の更
新を有すると仮定される。図１１Ａに示されるように、トランジスタが残留電圧放電１１
０２（非定型電荷バイアス）の結果として受ける付加的オン時間は、放電を伴わない更新
１１０４と比較して、約１００，０００回の更新後に（または約２年にわたって）約２Ｌ
＊の有意なグレートーン偏移をもたらす。残留電圧放電を伴う更新が、付加的時間期間に
わたってトランジスタをオフ位置にすることによって、標準化またはオフセットされると
き１１１０、約１００，０００回の更新後のグレートーン偏移の結果は、放電を伴わない
更新１１０４と比較して、わずか約０．２５Ｌ＊である。
【０１０２】
　図１１Ｂは、いくつかの実施形態による、残留電圧放電を伴う１１０６、残留電圧放電
を伴わない１１０８、および残留電圧放電ならびにオン：オフ比の標準化を伴う１１１２
、更新の数に対する最大絶対残影偏移による光学応答偏移を測定する、摂氏４５度におけ
る加速信頼性試験の結果を示すグラフである。各使用年は、５０，０００回の更新を有す
ると仮定される。図１１Ｂに示されるように、トランジスタが残留電圧放電１１０６（非
定型電荷バイアス）の結果として受ける付加的オン時間は、放電を伴わない更新１１０８
と比較して、約１００，０００回の更新後に（または約２年にわたって）約３Ｌ＊の有意
な残影偏移をもたらす。残留電圧放電を伴う更新が、付加的時間期間にわたってトランジ
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スタをオフ位置にすることによって、標準化またはオフセットされるとき１１１２、約１
００，０００回の更新後の残影偏移の結果は、放電を伴わない更新１１０８と比較して、
わずか約０．７５Ｌ＊である。
【０１０３】
　図１２Ａは、いくつかの実施形態による、時間に対するゲート電圧を示す、概略信号タ
イミング図である。図１２Ａは、アクティブ更新期間１２０２を含む、１つの光学更新の
経時的な印加されたゲート電圧の図を描写し、各正および負の遷移は、ｎ型タイプトラン
ジスタを有するアクティブマトリクスディスプレイにおいて、アクティブ更新期間、残留
電圧放電（オン状態）期間１２０４、およびオフ状態期間中に、一連の複数のフレームの
中の単一のフレームを反映する。ｎ型トランジスタでは、正ゲート電圧が、オン状態１２
０４を達成するように印加される一方で、負電圧が、オフ状態１２０６を達成するように
印加される。一実施形態では、アクティブ更新期間は、５００ミリ秒であってもよく、オ
ン期間は、１秒であってもよく、オフ期間は、２秒であってもよい。これらの時間期間は
、ディスプレイ使用および／または定義された時間期間内に、例えば、１分毎、１時間毎
等に要求される光学更新の数に応じて、変動し得る。描写されるように、残留電圧放電パ
ルス（オン状態）１２０４は、残留電荷を排出するように、アクティブ更新（すなわち、
光学更新）３０２後に起動される。オフ状態は、典型的１：１０００比により近いオン：
オフ比を達成するように、オン状態後に起動される。１：１０００比が達成されない場合
があるが、１：１０００比に接近するオン：オフ比が、たとえわずか１：１０であっても
、トランジスタ劣化を低減させるであろう。
【０１０４】
　図１２Ｂは、いくつかの実施形態による、同時に全てのトランジスタをオンにするため
にＸｏｎ接続を利用するディスプレイを用いた、時間に対する複数の電圧を示す、概略信
号タイミング図である。図１２Ｂは、ｎ型トランジスタを有するアクティブマトリクスデ
ィスプレイにおいて、アクティブ更新期間１２０２と、残留電圧放電（オン状態）期間１
２０４と、オフ状態期間とを含む、１つの光学更新のための経時的な印加された電圧の図
を描写する。示される４つの電圧は、高レベルゲートライン電圧（「ＶＤＤＨ」）１２１
２、低レベルゲートライン電圧（「ＶＥＥ」）１２１８、前面電極電圧（「ＶＣＯＭ」）
１２１６、およびＸｏｎ電圧１２１４である。各電圧は、灰色実線として描写される別個
のゼロ電圧軸を有する。灰色実線を上回る電圧が、正電圧を示す一方で、灰色実線を下回
る電圧は、負電圧を示す。図１２Ｂでは、図１２Ａで描写される全体的ゲート電圧は、Ｖ
ＤＤＨおよびＶＥＥ電圧の組み合わせである。ゲートドライバ出力は、いずれのゲート電
圧（すなわち、ＶＥＥまたはＶＤＤＨ）が印加されるかを制御する、電圧（「ＶＧＤＯＥ
」）（図示せず）を可能にした。Ｘｏｎ電圧は、接地されたときに全てのトランジスタを
同時にアクティブ化し、ひいては、放電期間１２０４中に全てのトランジスタをオンにす
る。オフ状態期間１２０６中に、ＶＤＤＨは、接地され、トランジスタは、期間の終了に
向かってゼロに接近するように制御される、印加されたＶＥＥ（負電圧）を受ける。付加
的時間期間にわたってトランジスタをそのオフ位置にすることによって、オン：オフ比は
、１：１０００のその典型的値をより密接に反映する。オン：オフ比を１：１０００で維
持することが好ましいが、たとえわずか１：１０、１：５０、または１：１００であって
も、その典型的値に向かって比を移行させる、任意のオン：オフ期間が、トランジスタ劣
化を防止し得る。
【０１０５】
　オフ期間は、時間を各更新に追加する。したがって、オフ期間は、定義された時間量を
再び割り当てられてもよく、更新の頻度に基づいてコントローラによって判定されてもよ
く、および／または中断されてもよい。オフ期間は、好ましくは、オン期間後に起こるが
、アクティブ更新期間前を含む、他の時間に起こってもよい。オフ期間は、５００ミリ秒
～４秒、好ましくは、１秒～２秒に及んでもよい。光学更新時間およびある時間期間にわ
たる光学更新の数に応じて、オフ期間は、最大１０秒まで延長されてもよい。
（いくつかの実施形態のさらなる説明）
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【０１０６】
　図に示される種々の実施形態は、例証的表現であり、必ずしも一定の縮尺で描かれてい
ないことを理解されたい。本明細書の全体を通した「一実施形態」または「ある実施形態
」もしくは「いくつかの実施形態」の言及は、実施形態と関連して説明される特定の特徴
、構造、材料、または特性が、必ずしも全ての実施形態ではなく、少なくとも１つの実施
形態に含まれることを意味する。その結果、本明細書の全体を通した種々の箇所における
語句「一実施形態では」、「ある実施形態では」、または「いくつかの実施形態では」の
出現は、必ずしも同一の実施形態を指しているわけではない。
【０１０７】
　文脈が明確に別様に要求しない限り、本開示の全体を通して、単語「～を備える（ｃｏ
ｍｐｒｉｓｅ）」、「～を備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」、および同等物は、排他的
または網羅的な意味とは対照的に包括的な意味で、すなわち、「限定ではないが、～を含
む」という意味で解釈されるものである。加えて、単語「本明細書では」、「本明細書の
下記では」、「上記」、「以下」、および類似する意味の単語は、本願のいずれか特定の
部分ではなく、全体として本願を指す。単語「または」が、２つまたはそれを上回る物品
のリストを参照して使用されるとき、その単語は、単語の以下の解釈の全て、すなわち、
リストの中の物品のうちのいずれか、リストの中の物品の全て、およびリストの中の物品
の任意の組み合わせを網羅する。
【０１０８】
　本技術の少なくとも一実施形態のいくつかの側面をこのように説明したが、種々の改変
、修正、および改良が、当業者に容易に想起されるであろうことを理解されたい。そのよ
うな改変、修正、および改良は、技術の精神ならびに範囲内であることを意図している。
故に、前述の説明および図面は、非限定的実施例のみを提供する。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８Ａ】
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【図１０】 【図１１】
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